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インターネット界の重鎮5人が語った！

日本インターネット協会（IAJ）と電子

ネットワーク協議会（ENC）が4月1日

に合併し、新たな組織「インターネット

協会」（IAjapan）が誕生した。この流

れは産業の動きだけでなく、IT国家戦略

を打ち出した政府の動きにも同調してい

るとも言える。インターネットを取り巻

く社会が変わろうとしている今、インタ

ーネット界のキーパーソンは何を考えて

いるのだろうか…… photo : Kikuch Eijii

インターネット協会新設立記念 特別対談
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日本インターネット協会（IAJ）の副会長

を長い間務めてきた村井純氏は、IAJの歴

史を振り返って次のように語っている。

「自分のかかわっている技術がどのように社

会や人に貢献できるか。その基盤としての

“組織作り”が私の胸中にあった。最初に

IAJができたとき、インターネットが社会に

広がっていくためにはどういう努力をすれば

いいのかを、当時はそれほどメジャー感の

ない人たちが集まって議論していた。そこ

から今の状況を見ると、“国家戦略として

インターネットを考えましょう”ということ

が出てきた中で、インターネット協会

（IAjapan）といった組織にその責任が出てき

ている。ここまでに至るプロセスは表と裏が

ひっくり返るくらいの立場の違いだと思う」

この言葉が示すとおり、IAJや電子ネット

ワーク協議会（ENC）の活動は、インター

ネットが社会に浸透した現代において、タ

ーニングポイントを迎えようとしている。そ

れが形となって表れたのが、4月1日に発足

したIAjapanである。

そこで、いまインターネットをとりまく日本

の状況がどのように変化しているのかを、

IAjapanの中心人物たちに座談会形式で語

っていただいた。

司会（編集部）：4月1日にIAjapanが発足

したわけですが、これから活動していくうえ

で、インターネットには解決しなければなら

ないことが数多くあると思います。みなさ

んがお考えになるインターネットが抱えてい

る問題とはどんなことですか？

高橋 徹氏（以下、高橋）：インターネットの

最大の問題はひと口に言ってスケールの問

題です。スケールが急激に広がって、伸び

ていくということで、それがあらゆる問題を

生み出している。ユーザー数がぐーんと伸

びたがために、いままで目に見えなかった問

題がどんどん出てくる。ネットワークの構造

自体も問題になってきているし、ルールに

関する問題もある。要するにインターネッ

トの使い方に関してのユーザーの意識の問

題です。

村井 純氏（以下、村井）：僕は全然そう思

いませんよ。スケールが広がるから、全然

解けなかった問題がどんどん解けてくるん

です（一同笑）。高橋さんのおっしゃる問

題というのは、実はスケール拡大によって

解決されることと表裏一体です。

21世紀からこの先にある問題というと、ま

ず、サイバースペースとかバーチャルなんと

かとかいう言葉は一切やめたほうがいいと

いうことがある。というのは、インターネッ

ト自体はわれわれの社会の一部で、生活の

一部なんだから、いまさらサイバー犯罪と

か、サイバーテロリズムではなくて、「テロ

リズム」そのものなんです。

国分明男氏：村井さんが言われた「バーチ

ャルという言葉はもうやめよう」というの

は、私も大賛成ですね。結局、現実社会

なんですね。それでもう1つ付け加えさせて

いただきたい点が、インターネットはやっぱ

り国境がないわけで、国という境界があっ

て法律があって文化があってというものと、

岡田智雄
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インターネットという新しいメディアがどう

やって調和していくかというのは、まだかな

り試行錯誤の段階にあります。

村井：僕はIT国家戦略にちょっとかかわっ

てるんですが、これで国がやれることはかな

り進んだと思う。

今回、基本戦略を出したけれど毎年全部見

直すんです。またIT基本法という法律が成

立したけれど、これも3年で期限が切れる。

だから、もう一度やり直さなきゃいけない。

これは革命的なことなんです。

もう1つ革命的だったのはデッドラインを決

めて、全部実行してみて、できなかったら

バツを付けるっていうのを役人に対して「ウ

ン」と言わせたこと。

政府は何もすることがないだろうというのが

IT戦略会議ができたときの大方の非難だっ

た。けれど「民間がやるのを妨げるルール

があるんならそいつを潰しておくのは行政が

やらなければいけないね」と、こういうこと

を言った。それで、妨げになる法律は全部

やめましょうということをやったわけです。

そうすると、本当に民間が責任持ってやる

んですよね。

じゃあ、医療とか放送とか農業といった業

界とインターネットの関係に対して、民間

がどういう目的を持って、どういう連携を

して、何を解いていくのかという計画は誰

がどこで立てて進めていくんでしょう？　経

団連に任せますか？　これは専門家がやら

なきゃダメなんですよ。

藤原 洋氏（以下、藤原）： IT国家戦略のマ

スコミの論調を見てると、中身を全然見ず

に語っているのが多いんですよ。「政府が出

すメッセージはどうせダメだ」って。でも、

われわれに必要なことは、メッセージに対し

て批判するのもいいんだけど、まず「やる」

ことじゃないかなと思うわけです。特にIPv6

の推進ですね。

こういう具体的なメッセージに対してIAjapan

が何を実行するか。先ほど村井先生から役

人のチェックポイントはあると言われました

けど、民間のチェックポイントがどこにある

のかというのも重要なことだと思います。民

間のチェックポイントをIAjapanが受け止

めるべきではないかと感じたわけです。

高橋：村井さんのお話の中で思い出したの

は、藤原さんにインターネット協会という

のはいずれ新しい時代の経団連の役割をや

らなければいけないだろうと言ったことです

（笑）。で、本当にそういうことになってい

ってる。

司会：インターネットはニューエコノミーの

推進力だと思うのです。ですが、米国では

インターネット関連企業にたくさん投資が

集まり経済的にも沸いていたのに、いまに

なってすごく沈んでます。日本は10年くら

い景気が停滞しているわけですが、インタ

ーネットに関しては米国と似たような状況

でした。そうこうしているうちに、日本で

はIT基本法という法律が出てきました。と

いうことで、インターネットが本当に景気

を押し上げることができるのかについてみな

さんのお考えをお聞かせください。

藤原：私はちょっと耳の痛いところもある

んですけど（笑）、あえて勇気を持って言いま

すと、インターネットというのはあくまでも手

段です。そのインターネットを使って実際の
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経済活動があるかどうかが本質的であって、

そこにもう一度基礎からしっかり見直すべ

きときが来てると思っているんですね。

いままでは、ある意味では株式市場が錯覚

していただけであったと。いわゆる実体経済

とインターネットが結びつくのは、これから

だと思ってます。だから全然悲観していな

くて、基礎をしっかり積み上げながらやる

だけじゃないかなと思います。

高橋：藤原さんのおっしゃるとおりなんで

すが、さまざまなビジネスモデルが出てきて

いて、つまらないのはコンサルティングのフ

ァームが、こうすればうまくいくなんて言っ

てることで、これが一番ダメ。実際にビジ

ネスをやっていて、この手がおもしろいとや

っている人たちは本当に生き生きとしてる。

IT革命というのは、いま始まったばかりで、

この先必要なこととして、インフラの整備な

どについての場面は基本法で議論されてい

る。したがって、この先はアプリケーションの

話です。アプリケーションというのは、あら

ゆる分野で扱っていかなければならない。

村井：1つ誤解がないようにしておきます

が、IT基本法では出資の話はしていません。

これはインターネットに国が投資することで

はないのです。むしろ、そういう動きをしよ

うとしたときのかせを全部はずしておこうと

いうことです。そうすると効率はよくなる。

パフォーマンスが上がるのは全部の分野に

つながるので、それはどう考えてもエコノミ

ーにはプラスになるはずです。

さきほど国境がないという話題がありまし

たけど、ビジネスもボーダーの敷居は明ら

かに低くなってグローバルな空間になるんで

すね。日本はグローバルな社会に慣れてな

い国です。グローバルなビジネスの闘いと競

争は過激になるので、その競争に勝ち残っ

ていく闘いをしなければいけない。

最後に、インターネットのとても重要なと

ころは、分野と分野の狭間だったところに

新しい分野が作られ、分野と分野がハイブ

リッドにかかわったまったく新しい力が出て

くることです。ビジネスもそうです。そのよ

うな意味で経済に対する効果というのは、

出てくるか出てこないかということだったら

絶対出てきますよ。

では、いま株価が下がってるのはどうして

だと言われても、まだ半年や1年でしょう。

今回の計画だって短いって言われるけど、5

年はすごく短いけれど、それでも5年って言

ってるんですよ。だから、経済的効果はど

うかということを考えるなら、やはり5年後

の経済効果を考えるとこれはものすごい結

果が出ていると思います。

岡田智雄氏：今のみなさんのまとめのよう

な話ですが、インターネット関連の失敗とか、

いろんな批判があるのは、ビジネスモデルを

よく考えていないということにつきると思い

ます。あまりにもみんなが広告に殺到した

ということです。日本のインターネットの広

告費は500億円の売り上げしかなくて、そ

のなかには制作費まで入ってるわけでしょう。

だから、そういう失敗に学んで前向きにや

れば、絶対プラスの面は出てくると思う。

なにも原価を割ったり、無理して情報を出

したりする必要はなくて、インターネットは

慈善事業じゃないと言いたいんですよ。ア

メリカでは「赤字でもいいんだ」というと

ころはすごい批判を浴びて、何年以内に黒

字にしなければ増資に応じないと言ってい

るのも極めてあたりまえのことです。

司会：ありがとうございました。
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